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（環境保全研究・技術開発勘定） （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ　流動資産

現金及び預金 697,813,203
未収収益 140,275
未収金 4,430
前払費用 1,353,397
賞与引当金見返（注） 28,170,376

　流動資産合計 727,481,681
Ⅱ　固定資産
　１　有形固定資産

建物附属設備 6,086,517
減価償却累計額 △ 1,752,562 4,333,955

機械装置 179,791,650
減価償却累計額 △ 75,233,863 104,557,787

工具器具備品 326,801,174
減価償却累計額 △ 120,032,458 206,768,716

　有形固定資産合計 315,660,458
　２　無形固定資産

商標権 591,592
ソフトウェア 6,210,207
ソフトウェア仮勘定 395,370

　無形固定資産合計 7,197,169
　３　投資その他の資産

退職給付引当金見返（注） 83,159,387
前払年金費用 13,902,917

　投資その他の資産合計 97,062,304
　固定資産合計 419,919,931

　　　　　　資産合計 1,147,401,612
（負債の部）
Ⅰ　流動負債

運営費交付金債務（注） 150,056,852
未払金 201,410,682
未払費用 5,239,662
リース債務 3,674,266
預り金 1,415,931
引当金

賞与引当金 28,170,376 28,170,376
　流動負債合計 389,967,769

Ⅱ　固定負債
      資産見返負債（注）

資産見返運営費交付金（注） 310,121,215
ｿﾌﾄｳｪｱ仮勘定見返運営費交付金（注） 395,370 310,516,585

     引当金
退職給付引当金 83,159,387 83,159,387

前払年金費用見返（注） 13,902,917
長期リース債務 10,124,339

　固定負債合計 417,703,228
　　　　　　負債合計 807,670,997
（純資産の部）
Ⅰ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 5,014,595
積立金 146,697,685
当期未処分利益 188,018,335
（うち当期総利益） (188,018,335)

　利益剰余金合計 339,730,615
　　　　　　純資産合計 339,730,615
　　　　　　負債純資産合計 1,147,401,612
（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

貸借対照表
（令和８年３月３１日）

科　目 金　額
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行政コスト計算書

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

（環境保全研究・技術開発勘定） （単位：円）

Ⅰ　損益計算書上の費用

環境保全研究・技術開発業務費 7,220,019,935

受託業務費 46,410

一般管理費 158,791,279

財務費用 281,139

臨時損失 3

　　業務費用合計損益計算書上の費用合計 7,379,138,766

Ⅱ　その他行政コスト

その他行政コスト合計 0

Ⅲ　行政コスト 7,379,138,766

科　目 金　額
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（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）
（環境保全研究・技術開発勘定） （単位：円）

経常費用
環境保全研究・技術開発業務費

環境保全研究・技術開発調査研究費 5,784,972,703
環境保全研究・技術開発助成金 172,028,144
役職員人件費 188,491,919
雑給 73,203,721
賞与引当金繰入 17,185,777
退職給付費用 12,277,610
業務委託費 95,254,752
賃借料 36,151,280
減価償却費 115,835,437
その他業務費 724,618,592 7,220,019,935

受託業務費 46,410
一般管理費

役職員人件費 90,381,768
雑給 8,774,184
賞与引当金繰入 10,984,599
退職給付費用 7,657,919
業務委託費 4,965,324
賃借料 10,238,974
減価償却費 5,524,232
その他一般管理費 20,264,279 158,791,279

財務費用
支払利息 281,139 281,139

　経常費用合計 7,379,138,763
経常収益

運営費交付金収益（注） 7,368,315,687
受託収入

その他の受託収入 16,495,360 16,495,360
資産見返運営費交付金戻入（注） 117,993,945
賞与引当金見返に係る収益（注） 28,170,376
退職給付引当金見返に係る収益（注） 19,288,661
財務収益

有価証券利息 3,143,835
その他の受取利息 3,014,342 6,158,177

雑益 10,734,892
　経常収益合計 7,567,157,098
　経常利益 188,018,335
臨時損失

固定資産除却損 3
　臨時損失合計 3
臨時利益

資産見返運営費交付金戻入（注） 3
　臨時利益合計 3
　当期純利益 188,018,335
　当期総利益 188,018,335
（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。

　損益計算書

科　目 金　額
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(単位：円）

うち当期
総利益

5,014,595 ― 146,697,685 ― 151,712,280 151,712,280

Ⅰ　利益剰余金の当期変動額

（１）利益の処分又は損失の処理

　　　利益処分による積立 ― 146,697,685 △ 146,697,685 ― ―

（２）その他

　　　当期純利益 188,018,335 188,018,335 188,018,335 188,018,335

― 146,697,685 41,320,650 188,018,335 188,018,335 188,018,335

5,014,595 146,697,685 188,018,335 188,018,335 339,730,615 339,730,615当期末残高

当期首残高

当期変動額

当期変動額合計

前中期目標期間
繰越積立金

積立金
当期未処分

利益
利益剰余金

合計

純資産変動計算書
（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

（環境保全研究・技術開発勘定）

区　　　分

Ⅰ　利益剰余金

純資産
合計
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キャッシュ・フロー計算書

（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）

（環境保全研究・技術開発勘定） (単位：円)

金　額

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

環境保全研究・技術開発支出 △ 6,642,187,297

役職員人件費支出 △ 313,063,418

その他の業務支出 △ 212,039,150

運営費交付金収入（注） 7,628,211,000

受託収入 16,500,000

その他の業務収入 103,969,551

小計 581,390,686

利息の受取額 6,072,548

利息の支払額 △ 281,139

　業務活動によるキャッシュ・フロー 587,182,095

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 1,500,000,000

定期預金の払戻による収入 1,500,000,000

有価証券の取得による支出 △ 1,000,000,000

有価証券の償還による収入 1,000,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 142,378,671

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 142,378,671

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △ 3,609,541

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,609,541

Ⅳ　資金増加額（△資金減少額） 441,193,883

Ⅴ  資金期首残高 256,619,320

Ⅵ　資金期末残高 697,813,203

（注）は、独立行政法人固有の会計処理に伴う科目であります。

科　目
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利益の処分に関する書類（案）

（環境保全研究・技術開発勘定） （単位：円）

Ⅰ　当期未処分利益 188,018,335

188,018,335

Ⅱ　利益処分額 188,018,335

188,018,335

科　目 金　額

（令和８年３月３１日）

　　　当期総利益

　　　積立金
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（環境保全研究・技術開発勘定） 

注記事項 

 

〔重要な会計方針〕 

  「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」（令和３年９月 21日改

訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関する Q＆

A」（令和４年３月最終改訂）を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

１．運営費交付金収益の計上基準 

   業務達成基準を採用しております。 

 なお、業務の進行状況と運営費交付金の対応関係が明確である活動を除く管理部門の

活動については期間進行基準を採用しております。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）  

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は、以下のとおりです。 

建物附属設備         6～15年 

機械装置           4～7年 

工具器具備品         2～15年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く。） 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能

期間（５年）に基づいております。  

(3) リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

 

３．賞与引当金の計上基準 

役員及び職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担

すべき金額を計上しております。なお、運営費交付金により財源措置がなされることか

ら、賞与引当金と同額を賞与引当金見返として計上しております。 

 

４．退職給付に係る引当金の計上基準及び退職給付費用の処理方法 

(1) 退職一時金 

   役員及び職員の退職給付に備えるため、期末自己都合要支給額を退職給付債務とす   

る方法を用いた簡便法を適用しております。なお、運営費交付金により財源措置がな

されることから、退職給付引当金と同額を退職給付引当金見返として計上しておりま

す。 
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(2) 企業年金基金から支給される年金給付 

役員及び職員の退職給付に備えるため、経済産業関係法人企業年金基金への掛金及

び年金基金積立不足額について、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については期間定額基準によっております。 

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から

費用処理することとしております。 

過去勤務費用は、発生年度において一括処理しております。 

なお、運営費交付金により財源措置がなされることから、退職給付引当金（前払年

金費用）と同額を退職給付引当金見返（前払年金費用見返）として計上しております。 

 

５．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

〔貸借対照表に関する事項〕 

１．金融商品関係 

(1) 金融商品の状況に関する事項 

業務の支払いに要する資金として現金及び預金を保有しており、支払いまでの余裕

期間は預金運用をしております。 

 (2) 金融商品の時価等に関する事項 

現金は注記を省略しており、預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似

することから、注記を省略しております。 

 

２．退職給付関係 

(1) 採用している退職給付制度の概要 

当法人は、役員及び職員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制

度及び確定拠出制度を採用しております。 

積立型の確定給付企業年金及び確定拠出企業年金は、経済産業関係法人企業年金基

金に加入しております。 

非積立型の退職一時金制度では、退職給付として、「独立行政法人環境再生保全機

構役員退職手当規程」（平成 16年規程第９号）と「独立行政法人環境再生保全機構職

員退職手当規程」（平成 16 年規程第 10 号）に基づいた一時金を支給し、簡便法によ

り退職給付引当金及び退職給付費用を計算しております。 
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(2) 確定給付制度 

① 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（③に掲げられたものを除く。） 

（単位：円） 

a.期首における退職給付債務 12,006,764 

b.勤務費用 1,421,271 

c.利息費用 139,278 

d.数理計算上の差異の当期発生額 △ 3,090,626 

e.退職給付の支払額 △ 527,860 

f.過去勤務費用の当期発生額 ― 

g.制度加入者からの拠出額 833,129 

h.期末における退職給付債務（a～g） 10,781,956 

 

② 年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：円） 

a.期首における年金資産 15,657,793 

b.期待運用収益 1,894,593 

c.数理計算上の差異の当期発生額 △ 4,574,952 

d.事業主からの拠出額 5,659,389 

e.退職給付の支払額 △ 527,860 

f.制度加入者からの拠出額 833,129 

g.期末における年金資産額（a～f） 18,942,092 

 

③ 簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表 

（単位：円） 

a.期首における退職給付引当金 65,687,214 

b.退職給付費用 17,691,718 

c.退職給付の支払額 △ 219,545 

d.期末における退職給付引当金（a～c） 83,159,387 

 

④ 退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び 

前払年金費用の調整表 

（単位：円） 

a.積立型制度の退職給付債務 10,781,956 

b.年金資産  △ 18,942,092 

c.積立型制度の未積立退職給付債務（a+b） △ 8,160,136 

d.非積立型制度の未積立退職給付債務 83,159,387 

e.小計（c+d） 74,999,251 

f.未認識数理計算上の差異 △ 5,742,781 

g.貸借対照表に計上された負債と資産の純額（e+f） 69,256,470 
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h.退職給付引当金 83,159,387 

i.前払年金費用 △ 13,902,917 

j.貸借対照表に計上された負債と資産の純額（h+i） 69,256,470 

 

⑤ 退職給付に関する損益 

（単位：円） 

a.勤務費用 1,421,271 

b.利息費用 139,278 

c.期待運用収益 △ 1,894,593 

d.数理計算上の差異の当期費用処理額  1,930,987 

e.過去勤務費用の当期費用処理額 ― 

f.簡便法で計算した退職給付費用 17,691,718 

g.合計（a～f） 19,288,661 

 

⑥ 年金資産の主な内訳 

年金資産に対する主な分類ごとの比率は次のとおりです。 

a.債券 42％ 

b.株式 36％ 

c.保険資産（一般勘定） 4％ 

d.その他 18％ 

e.合計（a～d） 100％ 

 

⑦ 長期期待運用収益率の設定方法に関する記載 

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在の年金資産の配分、過去の

運用実績、運用方針及び市場の動向を考慮しております。 

 

⑧ 数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表しています。） 

a.割引率 2.86％ 

b.長期期待運用収益率 12.1％ 

 

(3) 確定拠出制度 

確定拠出制度への拠出額は、646,868円です。 
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〔行政コスト計算書に関する事項〕 

１．独立行政法人の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 

  行政コスト               7,379,138,766円  

  自己収入等              △  33,388,429円 

  機会費用                  2,974,922円 

  独立行政法人の業務運営に関して 

  国民の負担に帰せられるコスト     7,348,725,259円 

 

２．機会費用の計上方法 

(1) 国からの出向者から生ずる機会費用の計算方法 

当該職員が国に復帰後退職する際に支払われる退職金のうち、独立行政法人での勤    

務期間に対応する部分について、給与規則に定める退職給付支給基準等を参考に計算

しております。 

 

〔損益計算書に関する事項〕 

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額 

ファイナンス・リース取引が損益に与える影響額は、243,817 円であり、当該影響額を

除いた当期総利益は、187,774,518円であります。 

 

〔キャッシュ・フロー計算書に関する事項〕 

資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金   697,813,203円 

   資金期末残高   697,813,203円 

 

〔重要な債務負担行為〕 

 重要な工事請負契約、物品購入契約等 

１．情報システム基盤等の更改及び運用保守業務 

２．事務所借上料及び共益費 

１．及び２．に係る契約については、独立行政法人環境再生保全機構に関する省令

（平成 16 年環境省令第 11 号）第 11 条の規定に基づく他の勘定と共通的な経費におけ

る契約であり、現時点において、環境保全研究・技術開発勘定に係る債務負担行為額が

確定できないため、法人単位の重要な債務負担行為に総額を記載しております。 

 

〔重要な後発事象〕 

該当事項はありません。 
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（環境保全研究・技術開発勘定）

附　属　明　細　書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費及び減損損失累計額の明細 （単位：円）

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

― ―

２．引当金の明細 （単位：円）

３．退職給付引当金の明細 （単位：円）

（注）　退職給付引当金の期首残高及び期末残高には、前払年金費用が含まれております。

４．運営費交付金債務及び当期振替額等の明細

（１）運営費交付金債務の増減の明細 （単位：円）

（注）ソフトウェア仮勘定見返運営費交付金395,370円を含んでおります。

65,687,214

機械装置 44,780,500 9,680,909 179,791,650 75,233,863 43,541,365 104,557,787 （注）

機械装置 144,692,059 44,780,500 9,680,909 179,791,650 75,233,863 43,541,365 104,557,787

142,378,671

97,568

144,692,059

当期増加額

97,500,603

―

当期償却額

1,752,562

315,660,458

減価償却累計額

4,333,955

資産の種類

有形固定資産
（減価償却費）

建物附属設備

期首残高

120,032,458

197,018,883

206,768,7162,940,000工具器具備品

5,988,949

減損損失累計額

12,620,909

4,333,955

当期減少額

6,086,517

326,801,174

期末残高

15,657,793 3,812,159 527,860 18,942,092

16,994,770 747,405

退職一時金に係る債務

1,930,987

83,159,387

期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高 摘　　要

527,860

ソフトウェア 188,481,229 ― ― 188,481,229 182,271,022 9,808,672

未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上
の差異

6,189,442 1,484,326

65,932,843 7,628,211,000

期末残高

5,878,934

6,210,207

―

―

年金資産

6,210,207

ソフトウェア

計

商標権

計

建物附属設備

697,000

189,178,229

232,240,571

―

12,620,909

― 

382,921,579

232,240,571

382,921,579

―

5,988,949

非償却資産

97,568

―

商標権

ソフトウェア仮勘定

計

697,000

― 

―

395,370

―

182,376,430

―

―

120,032,458

退職給付引当金見返

無形固定資産
（減価償却費）

有形固定資産
合計

工具器具備品

計

計

投資その他の
資産

計

制度加入者からの拠出額

142,378,671

― 32,997,2637,368,315,687 150,056,852

資本剰余金 小計

引当金見返
との相殺

7,511,089,728

当　　期　　振　　替　　額

運営費交付金
収益

資産見返
運営費交付金(注)

摘　　要

退職給付引当金（注）

期首残高 当期交付額

69,256,470

当期増加額 当期減少額 期末残高

65,687,214 17,691,718 219,545

55,846,743 10,865,156 △ 2,544,571

142,774,041

28,170,376

27,118,329

その他

28,170,376 27,118,329 ― 28,170,376

77,693,978

期首残高

12,006,764 △ 696,948企業年金基金に係る債務

目的使用

10,781,956

27,118,329 28,170,376 27,118,329 ―

計

833,129 833,129 ―

区　　分

賞与引当金

区　　　分

93,941,343

5,742,781

退職給付債務合計額

無形固定資産
合計

75,527,685

前払年金費用 9,840,471 4,062,446 ―

―

395,370

97,062,30427,413,553

23,351,107 ―

―

―

189,178,229

5,878,934 ―

697,000

―

― 395,370

189,178,229

188,481,229 ― ― 188,481,229 182,271,022 9,808,672

9,878,372

395,370

―

2,940,000

697,000

512,679,341

6,086,517

7,197,169

差引当期末
残高

206,768,716

69,700

461,236

67,478,696

111,481,297

461,236

1,752,562

当期減損額

（注）

摘 要

512,679,341

105,408

395,370

395,370

69,700

67,478,696

97,062,304

83,159,387

9,878,372

83,159,387

―

315,660,458

591,592

6,801,799

189,573,599

― 395,370

―

197,018,883 111,481,297

182,376,430

―

105,408

13,902,917 ―

― 395,370

（注）　同一の種類のものについて貸借対照表の総資産の１％を超える額の増加があったものは以下の通りです。
　機械装置：縦型射出成形機（研究委託先取得資産）13,180,000円の取得
　工具器具備品：全自動型ヒートデストーションテスター（研究委託先取得資産）13,500,000円の取得

326,801,174

591,592

97,500,603

395,370

13,902,917

ソフトウェア仮勘定 ― 395,370 ―
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（２）運営費交付金債務の当期振替額及び主な使途の明細

① 運営費交付金収益への振替額及び主な使途の明細 （単位：円）

② 資産見返運営費交付金及び資本剰余金への振替額並びに主な使途の明細 （単位：円）

（３）引当金見返との相殺額の明細 （単位：円）

（注）退職給付引当金見返には、前払年金費用見返への振替額が含まれております。

（４）運営費交付金債務残高の明細 （単位：円）

費用

801,049

振替額

人件費：178,562,209、環境保全研究・技術開発業務費：
6,781,110,118、管理諸費：48,029,359

運営費交付金の主な使途

セグメント

賞与引当金見返：11,596,900
退職給付引当金見返：1,919,406

142,774,041

210,221,645

セグメント
資産見返運営費交付金への振替

期間進行基準による振替額

　　合計

32,997,263

○翌事業年度に繰り越した運営費交付金債務残高と使用見込みは以下のとおりです。
　環境保全研究・技術開発業務は、研究費等の繰越に伴い、翌期150,056,852収益化予定。

業務達成基準を採用した業務
にかかる分

使用見込み

引当金見返との相殺

○翌事業年度への繰越額はありません。

―

150,056,852

19,480,957
賞与引当金見返：15,521,429
退職給付引当金見返：3,959,528

区分

150,056,852

その他

　計

期間進行基準を採用した業務
にかかる分

費用進行基準を採用した業務
にかかる分

―

―

業務用工具器具備品：96,797,122
業務用機械装置：44,780,500
業務用ソフトウェア：395,370

7,368,315,687

共通

合計

7,158,094,042

運営費交付金収益

7,007,701,686環境保全研究・技術開発業務

195,202,793

7,202,904,479

―

環境保全研究・技術開発業務

13,516,306

主な使途

共通

環境保全研究・技術開発業務

資本剰余金への振替

141,972,992

人件費：90,720,326、管理諸費：104,482,467

―

業務用建物附属設備：97,568
業務用工具器具備品：703,481

―

主な使途

業務達成基準による振替額

振替額

運営費交付金債務残高

合計

相殺額

○翌事業年度への繰越額はありません。

主な使途

○翌事業年度への繰越額はありません。

主な相殺額の内訳
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５．役員及び職員の給与の明細 （単位：千円、人）

（注） １．役員に対する報酬及び退職手当は、役員報酬規程及び役員退職手当規程に基づいて支給しております。

　　職員に対する給与及び退職手当は、職員給与規程及び職員退職手当規程に基づいて支給しております。

２．支給人員数は、年間平均支給人員数によっております。

３．非常勤の役員及び職員については、外数で（　）で記載しております。

４．支給額及び支給人員数には各勘定で按分して負担している全ての役員及び共通部門の人員（48人）が含まれております。

５．中期計画における人件費は、役員報酬、職員基本給及び職員諸手当（賞与支給額を含む）並びに超過勤務手当であり、附属明細書における

    報酬又は給与は、中期計画と同様であります。なお、法定福利費（共済掛金を含む）については、中期計画、附属明細書共に含まれておりません。

６．退職手当は、中期計画では含まれておりませんが、附属明細書では退職一時金に係る支給額であります。

７．金額は千円未満切捨てにて記載しております。

６．上記以外の主な資産及び負債の明細

     現金及び預金 （単位：円）

( 453 )

(―) 

(―) 
役　　員

支給人員

(―) 

支　給　額

12,884

報酬又は給与

合　　計

― ―

支　給　額

67

(―) 

計 697,813,203

普通預金 697,813,203

区　　分 金　　額 摘　　要

(―) 

229,261

403

退職手当
区　　分

62

( 1 )

支給人員

( 1 )

5

(―) 

1

( 453 )

242,145

(―) 

403 1
職　　員

(―) 
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